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１ 社会的・地理的条件 

(１) 現 状 

本町の産業は農業が主流でしたが、幹線道路である国道２号が通るなど交通条件に恵まれ

ていたことから、工場立地が進み、工作機械、食品製造、電子部品、製薬等の企業進出が進

んでいます。また、水島工業地帯と備後工業特別地区との中間に位置するため、それらに立

地する企業従事者の居住地としてベッドタウン化しています。 

地形は北部及び南部が丘陵性の山地で、中央部が低地となっており、河川は、浅口市へ流

れる里見川水系と笠岡市へ流れる今立川水系がありますが、いずれも周辺の山地を瀬とする

小河川です。また、河川沿いの平坦地には、農地・集落、ため池、里山が分布し、生産基盤

としての機能のほか、水資源のかん養や環境保全機能を持ちあわせています。 

 (２) 課 題 

生活排水等は、未処理のまま水路に排出されているものもあり、ため池や河川等の公共水

域の水質汚濁に影響を及ぼしています。また、河川は、大きく玉島湾に流入する二級河川の

里見川、指田川、鳩岡川、一方で、笠岡湾に流れ込む二級河川の新庄川、砂防河川の千瓜川

等があり、いずれも水量の少ない河川ですが、周辺市町にも影響が及ぶところであり、水質

を保全する責任は重大です。 

●図表 4-1 本町内の河川 

 
 

里見川

清水川

新庄川

新庄川
中川

今立川
千瓜川

鳩岡川

指田川

笠岡市
浅口市

里庄町役場

第１節 水域環境の状況、水質保全に関する状況  
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２ 公共用水域の水質 

(１) 現 状 

本町域に源を発する里見川、また、下流側の海域における水質について、国が定めた環境

基準と比較すると、有機物汚濁の指標である生物化学的酸素要求量（BOD）や化学的酸素

要求量（COD）は、環境基準値を下回っています。 

しかし、きれいな河川の水質（BOD）は１リットルあたり１～２ミリグラム（㎎/L）程

度であり、２ミリグラムを上回っている里見川は清流であるとはいえません。また、里見川

の BODは経年的には減少傾向にありましたが、近年は増加に転じており、水質が悪化して

います。 

 

●図表 4-2 公共用水域の水質状況 

  
（資料：「平成 30 年度公共用水域水質測定結果」岡山県 HP） 

※生物化学的酸素要求量（BOD）、化学的酸素要求量（COD）とは 

 河川水などの有機物質などが酸化・分解される際に消費される

酸素量のことで、数値が大きくなるほど汚濁している(汚れて

いる)ことを示しています。 

 河川ではＢＯＤが、海域等ではＣＯＤが対象となります。 

※国が定める環境基準値とは 

 国において環境基準値（健康を保護し及び生活環境を保全する

うえで維持することが望ましい基準）が水域ごとに定められて

います。 

 里見川は河川のＤ類型に、里見川が注ぐ玉島港は海域のＣ類型

に、今立川（類型の指定なし）が注ぐ笠岡湾は、海域のＡ類型

に指定されています。 

 

 

(２) 課 題 

河川や海域の水質保全には、河川に流入している生活排水（台所やお風呂の汚水など）を

減らすことが必要です。  

２以下

２を超え３以下

３を超え５以下

５を超える

玉島港区

里見川
　鴨方川　
　合流点

２以下

２を超え３以下

３を超え５以下

５を超える

玉島港区

里見川
　鴨方川　
　合流点
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B
O
D
（
m
g/
L
）

年度

里見川（鴨方川合流点）

河川A類型基準値

AA類型 Ａ類型 Ｂ類型 Ｃ類型 Ｄ類型 Ｅ類型

河川 ＢＯＤ 1mg/Ｌ 2mg/Ｌ 3mg/Ｌ 5mg/Ｌ 8mg/Ｌ 10mg/Ｌ

海域 ＣＯＤ 2mg/Ｌ 3mg/Ｌ 8mg/Ｌ
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１ 処理形態別人口 

(１) 現 状 

本町の生活排水の処理形態別人口は、公共下水道人口、合併処理浄化槽人口が増加してお

り、一方で、計画収集人口（くみ取り人口）、自家処理人口、単独処理浄化槽人口が減少し

ています。そのため、生活排水処理率は、年々増加しています。 

●図表 4-3 処理形態別人口（生活排水処理率） 

〔 処理形態別人口（生活排水処理率）〕 

 
※生活排水処理率＝（公共下水道人口＋合併処理浄化槽人口）÷総人口 

平成 29 年度の生活排水処理率につ

いて県内の 27 市町村と比較すると、

県平均（78.1％）を大きく下回り、

下位より 6 番目となっています。 

(２) 課 題 

本町の公共用水域は、小河川が多く、

生活排水の影響を受けやすいため、公

共下水道整備や浄化槽整備を進め、生

活排水処理を推進することが必要です。 

 

※生活排水処理率とは 

生活排水処理率は、し尿に加え、生活排水（台所やお風呂の排水等）を処理している人口の割
合を示し、以下の算定式で求めます。本町において生活排水処理を行う施設は、『公共下水
道』、『合併処理浄化槽』です。 
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第２節 生活排水処理の現状と課題 

〔 県内市町村 平成 29 年度生活排水処理率 〕 

 
（資料：「一般廃棄物処理実態調査結果」環境省ＨＰ） 
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◆処理形態別世帯（人口）における河川や海域への汚濁負荷量 

 平均的な家庭（世帯）が排出する汚濁物質（BOD）量を前提に、河川や海域にどの程度の

影響を与えるかを負荷量として試算しました。 

 負荷量とは、生活排水を水量×水質で表したものです。 

 ※海域負荷量は、円●の面積（大きさ）で大小を表しています。 

 合併処理浄化槽を設置している世帯や公共下水道を利用している世帯は、それ以外の世帯

に比べ１０分の１程度の負荷量です。 

 

※上記以外の世帯 

自 家 処 理 人 口 ：くみ取りトイレを設置し、し尿を肥料として活用している等の世帯 

集 落 排 水 人 口 ：農業（漁業）集落排水処理施設等に接続している世帯 （本町では該当なし） 

コミュニティプラント人口：補助事業により大型合併処理浄化槽を設置し、これに接続している世帯 

        （本町では該当なし） 

  

し尿
処理施設

単独処理
浄化槽

合併処理
浄化槽

し尿
処理施設

し尿
処理施設

公共下水道
終末処理場

便槽
バキューム車

バキューム車

バキューム車

マンホール

下水道管

18.0g/人・日 9.0g/人・日

0.2g/人・日

河川負荷量
27g/人・日

河川負荷量
31.5g/人・日4.5g/人・日

0.1g/人・日

4.0g/人・日

18.0g/人・日 9.0g/人・日

河川負荷量
4.0g/人・日

0.1g/人・日

河川負荷量
0.0g/人・日

2.0g/人・日

くみ取りトイレの家庭

単独処理浄化槽の家庭

合併処理浄化槽の家庭

公共下水道の家庭

海域負荷量
27.2g/人・日

海域負荷量
31.6g/人・日

海域負荷量
4.1g/人・日

海域負荷量
2.0g/人・日
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２ し尿・浄化槽汚泥量 

(１) 現 状 

本町から排出されるし尿及び浄化槽汚泥量は、いずれも減少しています。平成 30 年度に

おける排出量は合計 4,759 キロリットル（kL/年）で、減少傾向にあります。これは、公

共下水道の整備が進んでいることによるものです。 

なお、浄化槽汚泥量には、事業所に設置された浄化槽から排出されるものもあり、浄化槽

人口の減少が排出量の減少につながらない場合もあります。 

排出されるし尿及び浄化槽汚泥の収集運搬は、許可業者が行っています。 

●図表 4-4 し尿・浄化槽汚泥量 

〔 し尿及び浄化槽汚泥排出量 〕 

 
注） し尿原単位（１人１日平均排出量） ＝ し尿量÷365÷計画収集人口×10３ 

 浄化槽汚泥原単位（１人１日平均排出量） ＝ 浄化槽汚泥量÷365÷浄化槽人口×10３ 

   （浄化槽人口＝合併処理浄化槽人口＋単独処理浄化槽人口） 

（資料：「一般廃棄物処理実態調査結果」環境省ＨＰ） 

●図表 4-5 収集運搬体制（委託・許可件数と機材） 

区 分 件 数 機材（合計積載量） 

委 託 - - 

許 可 3件※  7台 （17kL） 

※うち１件は浄化槽汚泥のみの許可 

 

 (２) 課 題 

し尿や浄化槽汚泥の１人１日平均排出量は、原則、増減しないものですが、し尿では簡易

水洗トイレの普及、浄化槽汚泥では合併処理浄化槽の普及により増加することがあります。 

浄化槽汚泥は、適正に汚泥の引き抜きを行わないと汚泥量が増えることとなるため、浄化

槽の適正な管理等が必要です。 
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３ 処理体制 

(１) 現 状 

本町から排出されるし尿及び浄化槽汚泥の処理は、し尿処理施設（岡山県西部衛生施設組

合）で処理しています。し尿処理施設では、下水道に投入できる水質まで浄化し、笠岡市公

共下水道へ投入しています。また、処理過程で排出されるし渣、汚泥については、民間委託

処分（セメント原料化等）しています。 

なお、中継槽からし尿処理施設までの運搬は、岡山県西部衛生施設組合が委託により行っ

ています。 

 

●図表 4-6 し尿等処理の流れ 

 

 

●図表 4-7 し尿処理施設 

（中間処理施設） 

区分 施設名及施設規模 所在地 
使用 
開始年 

構成市町等 

し尿処理施設 
岡山県西部衛生施設組合 
井笠広域クリーンセンター 
(210ｋL/日) 

笠岡市 S63 
笠岡市、井原市、 
浅口市(金光地域を除く。)、 
里庄町 

※施設位置は、第３章 第１節 「図表 3-12 ごみ処理施設の位置」参照 

（委託処分） 

自治体 委託対象物 委託先 処理方法等 開始年月 

岡山県 
西部衛生施設組合 

し渣・汚泥 民間業者 セメント原料化 Ｈ25 

 

(２) 課 題 

し尿や浄化槽汚泥の適正処理を促進するため、施設の維持管理等を継続的に行うことが必

要です。 

 

  

し尿

浄化槽汚泥

岡山県西部衛生施設組合
井笠広域資源化センター（し尿処理施設）

処理水

し渣・汚泥 民間委託処分

笠岡市公共下水道投入

組合(委託)
中
継
槽
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４ し尿処理経費 

(１) 現 状 

本町から排出されるし尿等の処理費（施設整備費は含めない。）は、概ね減少傾向であり、

平成 26 年度以降 4,000 万円/年を下回る程度で推移しています。 

し尿及び浄化槽汚泥 1キロリットルあたりでは 5,500～6,000 円/人です。町民 1 人あ

たりでは概ね 4,500 円/人程度ですが、し尿及び浄化槽を排出している町民あたりでは

2,500 円/人程度となっています。 

 

●図表 4-8 し尿等処理費用（処理及び維持管理費） 

〔 し尿等処理費用（処理及び維持管理費）〕 

 

（資料：「一般廃棄物処理実態調査結果」環境省ＨＰ） 

 

 

(２) 課 題 

浄化槽の適正な維持管理により、施設での処理量を適正化することで処理費についても無

駄な費用が増加しないようにすることが必要です。 
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本町には、町内の山地を源とする里見川、新庄川などのほか様々な小河川があり、そして

点在するため池など、水辺と緑あふれる田園風景が残っています。上位計画や既定計画に基

づき、下水道整備や浄化槽設置を進めてきましたが、いまだに処理されずに河川に流される

台所や風呂などからの生活排水があります。 

本計画では、かけがえのない財産であるこれらの自然環境を次世代に継承していくため、

「水辺と緑あふれる田園風景の維持・保存」を基本理念とします。 

 

●図表 4-9 基本理念 

水辺と緑あふれる田園風景の維持・保存  

 

 

 

 

 

 

本計画の基本方針は、基本理念「水辺と緑あふれる田園風景の維持・保存」のもと、

①生活排水処理の推進、②町民・事業者・行政の協働による取組の推進とします。 

 

●図表 4-10 基本方針 

 ① 生活排水処理の推進 

水環境の保全を念頭に、生活排水処理施設の計画的な整備、し尿及び浄化槽

汚泥の計画的な収集・運搬や処理、生活排水に対する意識啓発などによって、

生活排水の適正処理を推進していくものとします。 

 ② 町民・事業者・行政の協働による取組の推進 

町民・事業者・行政がそれぞれの立場において自らの役割を自覚し、水に

やさしい生活を送るうえで協働して行う取組を推進するものとします。 

 

 

 

  

第３節 基本理念 

第４節 基本方針 
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１ 生活排水処理施設整備に関する目標 

生活排水対策の基本として、水の適正利用に関する普及啓発とともに、生活排水の処理施

設（公共下水道・合併処理浄化槽）を整備していくこととします。 

なお、公共下水道が整備された区域内においては、整備等を行った合併処理浄化槽につい

ても、最終的には廃止して公共下水道への接続を行うものとします。 

 

≪生活排水処理施設整備に関する目標≫ 

① 里庄町公共下水道全体計画に基づき、公共下水道の整備を行います。 

② 公共下水道が整備された区域においては、全ての家庭に対して公共下

水道への接続を促します。 

③ 公共下水道整備は相当期間を要するため、公共下水道の認可区域外の

地域については、合併処理浄化槽の設置等の整備を行います。 

④ 公共下水道の認可区域外の地域において既に単独処理浄化槽を設置し

ている家庭については、生活排水処理を進めるため、個別の状況を勘

案しつつ、合併処理浄化槽への転換指導等を行います。 

⑤ 宅地開発については、公共下水道が整備された区域では、公共下水道

への接続を行い、また、公共下水道が整備されていない区域では合併

処理浄化槽の整備を促します。 

 

 

◆公共下水道認可区域とは？ 

公共下水道を整備するにあたっては、事業全体の計画を定めたうえで、国土交通大臣の認

可を受ける必要があります。この認可された区域を『認可区域』と言います。 

事業全体の計画区域が広い場合、区域を分割して段階的に公共下水道を整備していくこと

となり、認可も同様に分割した区域ごとに行われます。 

したがって、認可区域は近い将来に公共下水道が整備され、公共下水道への接続が可能と

なる地域です。 
 

  

第５節 生活排水処理の目標 
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２ 数値目標 

 

本計画の指標を「生活排水処理率」とし、具体的な目標値は、平成 30 年度の 64.5％に

対し令和 6 年度において 76.5％とします。また、長期的には、すべての生活排水を公共下

水道または合併処理浄化槽で処理するため、究極的には 100％を目指します。 

 
●図表 4-11 生活排水処理の目標 

 
 

●図表 4-12 人口の内訳 

 

●図表 4-13 処理形態別人口の将来見込み 

 
  

現　　在 数値目標年度 計画目標年度
H30 R6 R11

64.5% 76.5% 79.7%生活排水処理率

現　　在 数値目標年度 計画目標年度
H30 R6 R11

11,175人　　 11,191人　　 11,220人　　

11,175人　　 11,191人　　 11,220人　　

7,209人　　 8,558人　　 8,942人　　

5,035人　　 6,342人　　 6,821人　　

2,174人　　 2,216人　　 2,121人　　

401人　　 266人　　 231人　　

非水洗化人口（計画収集＋自家処理） 3,565人　　 2,367人　　 2,047人　　

公共下水道人口

合併処理浄化槽人口

単独処理浄化槽人口

行政区域内人口

計画処理区域内人口

水洗化、生活雑排水処理人口
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79.7%
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計画収集人口 自家処理人口 生活排水処理率

将来見込み

処理形態別人口・生活排水処理率
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３ 生活排水を処理する区域 

 

生活排水を処理する区域は、本町全域とします。公共下水道を整備する区域は、図表 4-

14 で示した区域とし、合併処理浄化槽を普及する区域は、それ以外の区域とします。 

●図表 4-14 生活排水処理区域 

 
（資料：「里庄町公共下水道事業計画（一般計画図）」） 

 

里庄北処理区

里庄処理区
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生活排水の処理主体は、図表 4-15 に示すとおりです。 

なお、公共下水道は、終末処理を笠岡市、浅口市に処理委託しています。 

 

●図表 4-15 生活排水の処理主体 

処理施設の種類 対象となる生活排水の種類 処理主体 

公共下水道 し尿・生活雑排水 本町 

合併処理浄化槽 し尿・生活雑排水 個 人 等 

単独処理浄化槽 し尿 個 人 等 

し尿処理施設 し尿・浄化槽汚泥 本町 

（岡山県西部衛生施設組合） 

注） 

・公共下水道の終末処理は、笠岡市、浅口市への委託とします。 

・単独処理浄化槽については、既設分とします。 
  

第６節 生活排水の処理主体 
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基本理念、基本方針に基づき、生活排水処理の目標を達成するため、今後の実施する施策

については、１ 生活排水の処理、２ し尿・汚泥の処理、３ その他の事項 の３つを大き

な柱とし、特に、町民が家庭において日常生活で取り組む施策を展開していきます。 

これらの施策の体系は次に示すとおりです。 

 

 

 
  

実施する施策

１

生活排水の処理

２

し尿・汚泥の処理

３

その他の事項

浄化槽管理者の責務

家庭での取組推進

水洗化の普及・啓発 浄化槽清掃業者の指導

浄化槽に関する知識の向上

(1) 町民の意識向上

(2) 浄化槽の適正管理

(1) 排出抑制計画 (1) 災害廃棄物対策

(2) 諸計画との連携

水辺と緑あふれる田園風景の維持・保存

① 生活排水処理の推進

② 町民・事業者・行政の協働による取組の推進

基 本 理 念

基 本 方 針

収集・運搬許可業者指導

収集・運搬体制の維持

(2) 収集・運搬計画

収集・運搬中継槽の維持

最終処分量の削減

し尿処理施設の適正管理

(3) 中間処理・最終処分計画

水環境の保全を念頭に、生活排水処理施設の計画的な整備、
し尿及び浄化槽汚泥の計画的な収集・運搬や処理、生活排水
処理に対する意識啓発などによって、生活排水の適正処理を

推進していくものとします。

町民・事業者・行政がそれぞれの立場において自らの役割を
自覚し、水にやさしい生活を送るうえで協働して行う取組を

推進するものとします。

第７節 施策の体系 
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１ 生活排水処理施設整備計画 

(１) 公共下水道 

公共下水道は、北部に位置する里庄北処理区（全体計画処理人口 230人）と、残りの里

庄処理区（全体計画処理人口 9,760 人）を設定しています。平成 12 年度より整備を進め

ており、里庄処理区は平成 16 年度より供用開始しています。里庄北処理区については平成

27 年度から整備を行っています。 

現在、令和 7 年を目標年次とする事業計画（認可計画）に基づき整備を進めており、平

成 30 年度末の計画処理区域人口は 6,877 人（普及率 61.3％）、水洗化人口は 5,035 人

（水洗化率 73.2％）です。 

なお、両処理区とも終末処理場を有しておらず、里庄北処理区は、浅口市の公共下水道へ

接続し、最終処理を鴨方浄化センターで行っており、一方の里庄処理区は、笠岡市の公共下

水道へ接続し、最終処理を笠岡終末処理場で行っています。 

 

●図表 4-16 公共下水道の整備計画概要 

 
 

 

 

※公共下水道における処理区域内人口、水洗化人口とは？ 

公共下水道に関し、下水道人口普及率、下水道水洗化率は、以下の算定式で求めます。下

水道水洗化率は、下水道が利用できるようになった人に対し、実際に利用している人の割合

を示すものです。 

下水道法では、原則として整備後３年以内に下水道へ接続することが示されています。 

 

 

里庄 里庄北 合計 里庄 里庄北 合計

令和12年 令和7年

分流式 分流式 分流式 分流式

計画処理区域面積 約488ha 約12ha 約500ha 約356ha 約12ha 約368ha

計画人口 行政人口 - - 10,090人 - - 10,690人

処理人口 9,760人 230人 9,990人 8,905人 225人 9,130人

放流先：

放流先： 二級河川鴨方川

処理場計画 里庄処理区　：

里庄北処理区：

笠岡終末処理場（笠岡市）

鴨方浄化センター（浅口市）

笠岡港

全体計画 事業計画（認可計画）

処理区

目標年次

排除方式

下水道人口普及率（％） ＝
処理区域内人口（下水道の利用が可能となった人口）

× 100
計画処理区域内人口（行政区域内人口）

下水道水洗化率（％） ＝
水洗化人口（下水道に接続して利用している人口）

× 100
処理区域内人口（下水道の利用が可能となった人口）

第８節    生活排水の処理 １ 
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●図表 4-17 公共下水道人口の実績と計画 

 

 

(２) 合併処理浄化槽 

公共下水道の整備には相当期間を要するため、事業計画に基づく区域（認可区域）以外に

おいて、生活排水の処理を進めるため、個人が設置する合併処理浄化槽設置に係る費用の一

部を補助しています。 

この補助事業は、平成２年度から実施していますが、公共下水道事業が開始された時点か

ら、設置補助の対象とする区域を公共下水道事業認可区域以外としています。 

公共下水道の整備を開始し

た平成 12 年度から、現在

（平成 30 年度）までの設置

基数は、合計 613 基で約

2,350 人分の浄化槽人口とな

ります。 

令和 5 年度までは年間 20

基程度を、以降は状況に応じ

て補助していくものとします。 

最終的には、公共下水道が

整備された区域内については、

浄化槽は廃止して公共下水道

へ接続するものとしています。 
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※設置補助事業は、地域再生法（平成 17年法律第 24号）に基づく「汚水処理施設整備交
付金」を活用して令和元年度まで実施し、令和 2年度からは循環型社会形成推進交付金
を活用します。 

●図表 4-18 合併処理浄化槽設置補助基数 
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２ 施策体系 

 

 

 

３ 生活排水処理に関する具体的施策 

(１) 町民の意識向上 

 施策１ 家庭での取組推進 

 

河川などの公共用水域の環境

を保全するため、水にやさしい

生活を送るための情報について、

広報紙やチラシ等により広く提

供します。 

また、地域学習や環境教育の

場において水環境の現状を理解

してもらうため、担当職員の派

遣等により家庭等における取組

を推進していくものとします。 

 

 

 

 

 

町 民  地域の活動に参加し、家族みんなで取り組みましょう。 

事 業 者  町民の地域活動に対し、情報提供等を行いましょう。また、率先
した参加により町民の活動を支援しましょう。 

行 政  情報提供を行うため、定期的に広報誌に掲載するとともに、啓発
チラシを作成・配布します。 

 地域活動支援として、担当職員を派遣します。 
  

家庭での取組推進

水洗化の普及・啓発

浄化槽管理者の責務

(1) 町民の意識向上

(2) 浄化槽の適正管理

１ 

生
活
排
水
処
理

●施策１

●施策２

●施策３

施策の方向 

各主体の役割 

◆水にやさしい生活を送りましょう～ 

 
資料：環境省「生活排水読本」 

 

シャンプー、リンスは
適量を守りましょう。

髪の毛などは排水口に目の細
かいネットを張ってキャッチ。

お風呂の残り
湯は洗濯に、
温水なので汚
れ落ちがよくな
ります（衛生
上、すすぎは
水道水で）。

洗剤は計量スプー
ンでしっかり計って。
多く入れても汚れ落
ちがよくなる訳では
ありません。

くず取りネットを取
り付けて、細かいご
みをキャッチ。

トイレは使用後にちょこちょこっ
と掃除しましょう。そうすれば、洗
剤を使ってゴシゴシ掃除する回
数はグーンと少なくてすみます。

台所ではこんなこと

お風呂ではこんなこと 洗濯ではこんなこと

トイレではこんなこと

水切り袋と三角コーナーを
利用して、野菜の切りくずな
どの細かいごみをキャッチ。

残った油は継ぎ足して使ったり、炒
め物に使うなど、できるだけ捨てな
い努力を、やむをえず捨てる際は
新聞紙などに吸わせてから。

米のとぎ汁は植木の水やり
に、養分を含んでいるの
で、よい肥料になります。

食器を洗う前に、油
汚れなどはふき取
ります。

食事や飲み物は必要な分
だけを作り、飲み物は飲み
きれる分だけを注ぐ。

食器を洗う時は洗い桶を使
用し、洗剤は適量を水で薄
めて使います。
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 施策２ 水洗化の普及・啓発 

 

公共下水道の整備区域では早期の接続を、その他の区域では合併処理浄化槽での生活排水

処理を促進するため、広報紙やホームページ等での啓発等を行います。 

◆取組例（合併処理浄化槽への転換） 

 トイレのし尿のみを処理する単独処理浄化槽は、台所やお風呂の排水を処理しません。 

これらの排水も一緒に処理する合併処理浄化槽は、単独処理浄化槽を設置する家庭に対

し、汚れを 1/8に減らすことができます。 

 台所やお風呂の汚水も一緒に処理する合併処理浄化槽に付け替えましょう。 

町では付け替えに補助金を交付（下水道認可区域を除く。）しています。 

 

 

（資料：「浄化槽サイト（http://www.env.go.jp/recycle/jokaso/index.html）」環境省） 

 

町民・事業者  公共下水道処理区域の方は、早期に下水道へ接続しましょう。 

 下水道認可区域外で単独処理浄化槽を使っている方は、合併処理
浄化槽に転換しましょう。 

行 政  公共下水道の整備を進めます。また、認可区域外では、生活排水
処理を進めるため、合併処理浄化槽の設置補助を行います。 

 町民や事業者に、事業の主旨等を説明するなどの啓発を行ってい
きます。 

 公共下水道への接続説明会開催など、下水道整備済み区域におけ
る接続率向上のための施策の検討を行います。 

 

  

施策の方向 

各主体の役割 



86 

(２) 浄化槽の適正管理 

 施策３ 浄化槽管理者の責務 

 

浄化槽は、その機能を発揮させるためには保守点検、清掃及び浄化槽法に基づく法定検査

が不可欠です。そのため、浄化槽の保守点検や清掃等について、浄化槽設置の際に、誓約書

等を交わして徹底するとともに、広報紙やホームページ等での啓発を行っていきます。 

なお、具体的な啓発として、10 月 1 日の「浄化槽の日」を周知するなど、町民の意識に

根付くものとしていきます。 

 

町民・事業者  浄化槽の管理の必要性について学び、適正な管理を行いましょ
う。 

保守点検業者等  浄化槽の管理を適正に行うとともに、浄化槽管理者に対し管理の
必要性について指導しましょう。 

行 政  保守点検業者や清掃業者に対し、岡山県との連携のもと、適正な
管理が確実に行われるよう指導していきます。 

 

  

施策の方向 

各主体の役割 
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～浄化槽は法で決められた検査・点検等を行いましょう～ 

① 浄化槽管理の流れ 

 

② 保守点検 

 浄化槽保守点検業者の登録制度が実施されています。
保守点検は、岡山県の登録を受けた保守点検業者に委
託してください。 

 浄化槽の色々な装置が正しく働いているかを点検し、
水質検査により汚泥の状態を確認します。 

 汚泥の引き抜きや清掃時期の判定、消毒剤の補充、モ
ーターの点検を行います。 

③ 清   掃  

 浄化槽の清掃は、町の許可を受けた浄化槽清掃業者に
委託してください。 

 浄化槽に、処理によって生じた汚泥がたまりすぎると
処理が不十分になり、悪臭の原因になります。 

 汚泥などを引き抜き、付属装置を洗浄したり、掃除す
ることが必要です。 

④ 法定検査 

 法定検査は、岡山県の指定する検査機関が実施します。 

 浄化槽の維持管理が適正に行われ、浄化槽の
機能がきちんと確保されているかを確認する
のが「法定検査」です。 

 「保守点検」、「清掃」とは別に、法定検査
を年に一回必ず受けなければなりません。 

⑤ 記録の保存 
 保守点検及び清掃の記録は、３年間保管す
る義務があります。 

  

工事が適正に行われ、
浄化槽が本来の機能
を発揮しているかを
検査

浄化槽の機能を維持 浄化槽の機能を回復

保守点検及び清掃が適
正に実施され、浄化槽
の機能が正常に維持さ
れているかを検査

清掃
〔汚泥の引き抜き等〕

第１１条検査
〔法定検査〕

第７条検査
〔設置後の水質検査〕

保守点検
〔点検・調整・修理〕

・外観検査
・水質検査
・書類検査

・汚泥の堆積状況確認
・ブロワ等機器点検
・消毒剤の補充

・汚泥の引き抜き
・装置の洗浄
・異常の有無確認

指定検査機関が実施
浄化槽管理士又は
保守点検業者

（岡山県の登録業者）

清掃業者
（町の許可業者）

・外観検査
・水質検査
・書類検査

指定検査機関が実施

使用開始後
３～８ヵ月後

毎年３回以上 毎年１回以上 毎年１回

工事後 3～８ヶ月後に水質検査 
保守点検、清掃の実施状況を年に 1 回検査 
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１ 処理するし尿・浄化槽汚泥量 

 

本町において処理するし尿・浄化槽汚泥量は、図表 4-19 のとおりとします。 

公共下水道の整備が進むことでし尿、浄化槽汚泥はいずれも減少すると見込まれます。 

特に、し尿は大きく減少するものと見込まれます。なお、公共下水道が整備された区域に

おいても公共下水道に接続されるまでの間は、し尿や浄化槽汚泥が排出されるため、収集運

搬や処理・処分を行っていくことが必要です。 

 

●図表 4-19 し尿・浄化槽汚泥の将来見込み量 

 
注） し尿原単位（１人１日平均排出量） ＝ し尿量÷365÷計画収集人口×10３ 

 浄化槽汚泥原単位（１人１日平均排出量） ＝ 浄化槽汚泥量÷365÷浄化槽人口×10３ 

   （浄化槽人口＝合併処理浄化槽人口＋単独処理浄化槽人口） 
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現　　在 数値目標年度 計画目標年度
H30 R6 R11

し 尿 2,724ｋL/年 1,818ｋL/年 1,573ｋL/年 

浄 化 槽 汚 泥 2,034ｋL/年 2,037ｋL/年 1,975ｋL/年 

合 計 4,759ｋL/年 3,855ｋL/年 3,548ｋL/年 

第９節    し尿・汚泥の処理 ２ 
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２ 施策体系 

 

 

 

 

 

３ 排出抑制計画 

(１) 排出抑制に関する目標 

浄化槽の管理を行う町民、事業者に対し、浄化槽に関する正しい知識をもってもらい、さ

らに、許可業者は正しく汚泥を引き抜くことで汚泥の排出を抑制することを目標とします。 

 

(２) 排出抑制に関する施策 

 施策１ 浄化槽に関する知識の向上 

 

浄化槽汚泥の引き抜きについては、浄化槽法第４条第８項の規定により行うこととされて

おり、汚泥の引き抜き量は浄化槽の型式により異なります。設置している浄化槽の型式や正

しい清掃方法について町民（管理者）に情報提供を行い、町民の浄化槽清掃に対する知識の

向上を図っていくものとします。 

 

町民・事業者  浄化槽の清掃方法について学び、適正な管理を行いましょう。 

行 政  保守点検業者や清掃業者に対し、岡山県との連携のもと、適正な
管理が確実に行われるよう指導していきます。 

 

 

収集・運搬体制の維持

浄化槽に関する知識の向上

し尿処理施設の適正管理

浄化槽清掃業者の指導

収集・運搬中継槽の維持

最終処分量の削減

(1) 排出抑制計画

収集・運搬許可業者指導

２  

し
尿
・
汚
泥
の
処
理

●施策１

●施策２

●施策３

●施策４

●施策５

●施策６

●施策７

(2) 収集・運搬計画

(3) 中間処理・
　　最終処分計画

施策の方向 

各主体の役割 
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 施策２ 浄化槽清掃業者の指導 

 

浄化槽の清掃（汚泥の引き抜き）に関し、法に基づく適正な汚泥の引き抜きを行うよう、

清掃業者に対し指導し、適正な浄化槽汚泥量の排出に努めるものとします。 

 

清 掃 業 者 等  浄化槽汚泥の適正な引き抜きを行いましょう。 

行 政  清掃業者に対し、適正な管理が確実に行われるよう指導していき
ます。 

 

 

 

 

４ 収集・運搬計画 

(１) 収集・運搬に関する目標 

し尿・浄化槽汚泥の収集・運搬体制を維持し、安定かつ継続的な収集・運搬を行うことを

目標とします。 

 

(２) 収集・運搬の範囲 

し尿・浄化槽汚泥の収集・運搬を行う範囲は、本町全域とします。なお、公共下水道が整

備された地区においても、公共下水道へ接続するまでの間は、収集・運搬を行い、適正処理

に資するものとします。 

 

(３) 収集・運搬の量 

●図表 4-20 収集運搬量の将来見込み量 

 

 

  

現　　在 数値目標年度 計画目標年度
H30 R6 R11

し 尿 2,724ｋL/年 1,818ｋL/年 1,573ｋL/年 

浄 化 槽 汚 泥 2,034ｋL/年 2,037ｋL/年 1,975ｋL/年 

合 計 4,759ｋL/年 3,855ｋL/年 3,548ｋL/年 

施策の方向 

各主体の役割 
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(４) 収集・運搬に関する施策 

 施策３ 収集・運搬体制の維持 

 

し尿・浄化槽汚泥の排出量は減少する見込みです。 

し尿・浄化槽汚泥の収集・運搬は、現状の収集・運搬許可業者により行うものとし、新た

な許可は行わないものとします。 

なお、公共下水道事業の進捗、さらには今後の排出量を注視しつつ、その体制のあり方に

ついて検討していくものとします。 

 

行 政  浄化槽基数や汚泥排出状況を注視し、安定した収集・運搬が行え
るよう収集・運搬体制維持に努めるものとします。 

 

 

 施策４ 収集・運搬許可業者指導 

 

し尿等の収集・運搬は、本町が許可する収集・運搬許可業者が、町民からの依頼により行

い、本町のし尿等中間貯留施設へ搬入しています。し尿等の収集・運搬に関する許可は、現

状におけるし尿等の排出状況と許可業者の収集運搬状況を勘案して行うものです。し尿等は

公共下水道の整備・普及に伴い、今後も引き続き減少が見込まれることから、し尿等の収集

運搬業に関する許可は原則として現状を維持します。 

また、し尿処理施設での処理において、し尿と浄化槽汚泥のバランスが変動すると、施設

の運転が難しくなります。よって、処理施設での処理が円滑に行えるよう、収集・運搬から

搬入に至る運行計画について、業者指導をしていくものとします。 

 

行 政  浄化槽基数や汚泥排出状況を注視し、安定した収集・運搬が行え
るよう運行計画について点検・指導を行います。 

 

 

 

  

施策の方向 

各主体の役割 

施策の方向 

各主体の役割 
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 施策５ 収集・運搬中継槽の維持 

 

し尿等の収集・運搬は、本町が維持管理する中継槽に一旦貯留したうえで、岡山県西部衛

生施設組合のし尿処理施設へ搬入しています。 

中継槽は、排出量が少なくなってもし尿処理施設における搬入調整に不可欠です。そのた

め、維持管理を行い、適正処理に資するものとします。 

 

行 政  中継槽の定期点検及び定期清掃を実施します。 

 

 

 

 

５ 中間処理・最終処分計画 

(１) 中間処理・最終処分に関する目標 

し尿・浄化槽汚泥の中間処理施設を適正に維持管理し、公共用水域の水質保全を図ってい

くものとします。また、処理の効率化により維持管理費を軽減していくものとします。 

 

(２) 中間処理・最終処分の方法 

し尿・浄化槽汚泥の中間処理、最終処分は現行どおり、岡山県西部衛生施設組合によるも

のとします。 

 

(３) 中間処理・最終処分の量 

●図表 4-21 中間処理量の将来見込み量 

  

 

  

現　　在 数値目標年度 計画目標年度
H30 R6 R11

し 尿 2,724ｋL/年 1,818ｋL/年 1,573ｋL/年 

浄 化 槽 汚 泥 2,034ｋL/年 2,037ｋL/年 1,975ｋL/年 

合 計 4,759ｋL/年 3,855ｋL/年 3,548ｋL/年 

施策の方向 

各主体の役割 
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(４) 中間処理・最終処分に関する施策 

 施策６ し尿処理施設の適正管理 

 

し尿処理施設は、突然の故障により大規模な補修等がないよう、定期検査を実施すること

が必要です。よって、岡山県西部衛生施設組合が行う計画的な補修計画・設備更新計画に対

し、協力していくものとします。 

なお、当該施設は、昭和 63 年４月より供用開始した「低希釈二段活性汚泥処理方式」の

施設で公称処理能力は１日あたり 210キロリットル（kL/日）です。本町も含めた搬入物

の性状が浄化槽汚泥主体となった場合、処理方式の変更や公共下水道への投入等について、

協議・検討していくものとします。 

 

行 政  岡山県西部衛生施設組合は、定期検査により、安全・安心・安定
したし尿等の処理を継続していくものとします。 

 本町は、岡山県西部衛生施設組合が行う事業等に協力していくも
のとします。 

 

 

 施策７ 最終処分量の削減 

 

し尿処理施設から排出されるし渣や汚泥は、民間委託処分しています。委託先の確保に努

め、安定した最終処分を行うものとします。 

 

行 政  岡山県西部衛生施設組合は、委託先の確保に努めるものとしま
す。 

 本町は、岡山県西部衛生施設組合が行う事業等に協力していくも
のとします。 

 

 

  

施策の方向 

各主体の役割 

施策の方向 

各主体の役割 
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１ 災害廃棄物対策 

 

本町では、災害対策基本法に基づき、災害発生時の被害を最小限に軽減するための計画と

して「里庄町地域防災計画」を平成 26 年 3 月に策定し、平成 28年3 月に改訂していま

す。 

また、災害廃棄物処理計画を令和元年度に策定しており、実際に発生した廃棄物の迅速か

つ円滑な処理が行うための本町の基本的な考え方と具体的な対応方針を定めています。 

災害時に発生するごみは、大量かつ多種・多様にわたることが多く、大別してごみ・し尿

などの生活ごみと、建物の倒壊などに伴う災害廃棄物が発生します。 

生活ごみについては、環境衛生上できるだけ速やかな回収が必要となりますが、地域防災

計画及び災害廃棄物処理計画に基づき、県の廃棄物対策部署など関係機関との連携を図りな

がら適正に処理を行います。 

 

 

２ 諸計画との連携 

 

し尿・浄化槽汚泥の排出量は、公共下水道計画と連動するため、公共下水道事業に変更が

生じた場合は、本計画への影響等を整理・検討し、必要な計画の見直しや対策を講じていく

ものとします。 

第１０節    その他の事項 ３ 


